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2020自治労県職労基本要求提出交渉
意識改革はもう限界！時間外勤務削減のための人員増などを求める
窓口時間の導入、議会対応のルール化、使い勝手の悪いシステムの見直し、パソコンの改善を
自治労県職労は10月24日、労務担当局長に対して、2020年度基本要求提出交渉を行いました。
12月に回答交渉、1月には支部代交渉と最終交渉を予定しています。
参加者の主な発言内容（要旨）
１　生活条件の改善

〇警報発令時等の緊急呼び出しは、緊急参集以外の場合でも自宅出発時から勤務時間とするべき。

２　労働条件の確立

〇上限規制が設けられたにもかかわらず、依然として45時間超の時間外勤務を行っている職員が多くいることから、早急に労使協議の場を設け解決策を講じる必要がある。

〇この間の働き方改革の取組には一定の成果がみられるが、職員の意識改革だけでは限界があり定員を増やすしかないのでは。
〇県民対応を行う窓口職場では、準備や後片付けのために勤務が時間外に及ぶ状況が依然としてあることため、全庁的に窓口時間を設定してもらいたい。

〇議会対応などにおいて、必要性に乏しい書類を用意させられることがあるため、ルール化が必要。

３　労働安全衛生の確立

〇総合的なメンタルヘルス不全対策の確立のため、精神科の産業医の専任化が必要。

〇時差出勤をしている職員も多数いることから、時間外でも冷暖房を稼働させるべき。

〇建設中の新分庁舎について、障害を持つ職員に配慮したスペースを確保してほしい。

〇モバイルパソコンになってから字が小さくて仕事に支障が出ている。

〇平塚合庁や厚木合庁など老朽化が著しい庁舎については耐震対策の視点からも建替を検討すべき。

４　公正労働基準の確立
〇再任用職員の一時金が現役職員の半分程度というのはあまりに不合理であり、改善が必要。

〇会計年度任用職員制度の導入に当たり、雇用の安定を図ることが必要。直前まで雇用の有無がわからない現状は当人にとって不利益極まりない。
５　ノーマライゼーションの推進
〇障害者の雇用にあたっては、きめ細やかな対応が必要であり、当事者の意見を尊重しつつより良い方策を検討してほしい。

県人事委員会報告・勧告を受け、県労連は10月23日、2019年度賃金確定等要求書を副知事に提出し、賃金確定闘争がスタートしました。
【県労連幹事団の発言要旨】
○住居手当について今回の勧告では、比較的若い職員では2,000円削減となるケースがあり、月例給の引上げがあってもマイナス。人材確保の面でも問題。

○勧告で再任用職員は一時金引上げの対象外とされた。現在の再任用職員は現役同様の業務をし、若手の人材育成も担っている。到底納得できるものではない。

〇教員の夏休取得率が下がっている。実効性のある時間外勤務削減策について話し合っていきたい。
○今回の台風による被害対応でも、多くの職員が通常の通勤経路が遮断され迂回通勤した。現状差額は職員の自腹。今後も同様の災害が想定される中、職員が不利益とならないよう制度を見直すべきである。
○また、今回の緊急参集は自宅からが勤務時間だが、水防等の業務は職場到着時からが勤務時間となっており、同じ災害対応で差があることは是正すべき。
○会計年度任用職員制度については、臨任等の課題や積み残した課題もある。「同一労働同一賃金」の視点から格差是正に向けて話し合っていきたい。

〇障害者雇用について、精神障害者、知的障害者の雇用が始まったが、働き続けられるような必要な配慮と職員への意識啓発が不可欠だ。
2020年度自治労県職労基本要求職場討議案③
Ⅴ　雇用と年金の接続について
１　60歳以降の雇用のあり方について
人事院の意見の申出を踏まえ、着実に定年を延長し、生活が成り立つ賃金とモチベーションが維持できる労働条件を確立すること。
２　再任用制度について
（１）定年延長に伴う60歳以降の仕事・賃金と整合性のとれる賃金体系とすること。
特に、短時間再任用職員については、抜本的な見直しを行うこと。
（２）給与の格付けについて、毎年度必ず当事者の意向を確認し、できるだけ当事者の希望に応えたものとすること。
（３）諸手当について、晩婚化等を踏まえて、扶養手当、住居手当等の諸手当を支給するよう検討すること。
（４）一時金の支給月数について、現役と同様の支給月数とすること。
（５）共済制度について、短時間勤務者についても、共済加入が可能となるよう制度整備を検討すること。
（６）再任用職員の異動について、当事者が意向を申告する機会を設けること。また、組合と協議を行い、ルール化すること。
（７）人事評価については、県労連で確認したとおり、実施後の検証をきちんと行い、必要な改善を行うこと。
Ⅵ　公正労働基準の確立について
１　会計年度任用職員制度等について
（１）会計年度任用職員制度の導入にあたっては、衆参両院での附帯決議を踏まえ、臨時的任用職員を含めて、非正規職員の雇用の安定を図ること。
（２）法改正の趣旨を踏まえ、臨時的任用職員の賃金・労働条件については、制度・運用ともに常勤職員と同様とすること。
（３）同一労働同一賃金の観点から、会計年度任用職員の賃金・労働条件は、制度・運用ともに常勤職員との均等・均衡待遇を確保すること。
（４）常勤職員と同様に指定年齢健康診断等を実施すること。
２　自治体最低賃金および公契約条例の制定について
（１）公共サービス基本法の趣旨を活かすため、公契約条例を早期に制定すること。
（２）神奈川県関係職場で雇用されているすべての労働者の最低賃金について、実額で月額170,100円、日額8,510円、時給額1,100円とすること。
（３）「指定管理」を含め、委託料の積算にあたっては、人件費の単価を県職員の平均賃金とすること。
（４） 入札にあたっては、公共サービスの質の向上や自治体政策実現に資する入札制度に改革するため、公正労働、雇用継続、障害者雇用、男女平等参画、環境への配慮、行政施策への協力実績等を踏まえた総合評価とし、いわゆる「競り下げ」方式の入札は行わないこと。
（５）自治体業務を代行・受託する法人・企業に関して、自治体の公的責任を確保するために、入札の資格要件や委託契約の義務要件として、労働基準法、労働組合法、労働安全衛生法、パート労働法、男女雇用機会均等法、育児介護休業法、雇用保険法、社会保険法、労働者派遣法など労働法（指針を含む）及び障害者雇用促進法を遵守する旨の公正労働のための条項と、環境・人権・男女平等など社会貢献指標を設けること。
Ⅶ　ノーマライゼーションの推進について
１　人事給与制度等の改善について
（１）加齢による障害の重度化、二次障害に対応した、職、人事異動、通勤等、人事制度の確立に向けて、労使協議を行うこと。
（２）障害のある職員の60歳台の働き方について、労使で協議すること。
（３）高齢者部分休業について、障害のある職員の年齢引下げ等の緩和措置を行うこと。
（４）電話交換職等の現業職を含め、本人の意向を尊重した異動の機会を保障すること。
（５）人事異動にあたっては、障害による通勤等の困難性を踏まえ、できるだけ本人の希望を尊重し、早期に内示等を行うこと。
２　職場環境の整備について
（１）加齢等による障害の進行等により、当事者が「合理的配慮」を求めた場合は、法の精神に従い誠実に対応すること。
（２）職場環境の整備・改善、使用機器の整備・更新に当たっては、障害のある当事者の意見を十分把握し、反映させること。
（３）システムの導入・改善にあたっては、「情報バリアフリーガイドライン」に基づき行うよう徹底し、必要なバックアップ体制等の整備に努めること。
（４）視覚に障害のある職員に人事評価結果を開示するにあたっては、本人自らが確認できるよう点訳した書面を手交すること。
（５）健康診断の重要性を踏まえ、点字の報告書を早急に作成し、本人に届けること。
（６）電話交換業務を廃止又は委託することなく、視覚に障害のある電話交換職員の職場を確保すること。
（７）車椅子利用の職員が移動できるよう十分な執務スペースを確保すること。現在建設中の新分庁舎においても、障害のある職員が安心して通行できるよう、室内外の通路幅を確保すること。
（８）本庁舎駐車場の舗装を整備し、入口に車椅子用スロープや手すり等を設置すること。
（９）災害時等に安全に避難できるよう、借り上げ庁舎を含めてすべての庁舎において階段の両側に手すりを設置するとともに、障害者が不安を感じないような避難方法を確保すること。
３　障害者雇用制度の整備について
（１）知的障害者や精神障害者の雇用にあたっては、本人の希望、専門家の助言等に基づき、ジョブコーチ等を配置するとともに、本人及び職場からの相談窓口を設置すること。
（２）すべての職員に対して、知的障害者や精神障害者への正しい認識が持てるよう研修を行うこと。
特に、知的障害者、精神障害者が配属される所属及び同一庁舎の所属、業務上関係する所属の職員に対しては、具体的な対応についてもきめ細かな研修を行うこと。
（３）今後の障害者雇用のあり方について、障害当時者や障害者団体を含めて検討を行うこと。

確定闘争交渉スケジュール

10月28日(月)　副知事回答交渉、第1回幹事団交渉
10月30日(水)　支部代交渉

10月30日(水)　自治労県職連合総決起集会
　18時30分から　県労連会議室
11月 1 日(金)　第2回幹事団交渉
11月 7 日(木)　第3回幹事団交渉
11月 7 日(木)　県労連総決起集会
　18時30分から　横浜市社会福祉センター（桜木町）
11月11日(月)　決議文手交
11月13日(水)　最終幹事団交渉
　　　　　　　  拡大評議委員会
11月15日(金)　戦術配置
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